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令和６年能登半島地震を踏まえた
⾸都直下地震対策への⽰唆
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令和６年能登半島地震を踏まえた⾸都直下地震対策への⽰唆①
○ 「令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ」報告書から、⾸都直下地震においても⽣じ得る課題と、能登

半島地震を踏まえた対策について、以下のとおり整理。
○ 東京圏は、⾸都中枢機能が存在するとともに、他の地域と⽐べて格段に⾼い都市機能の集積性を有しており、能登半島地震で明ら

かになった課題について、膨⼤な⼈的・物的被害への対応の観点から、更なる対策の検討が必要。
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能登半島地震を踏まえた対策⾸都直下地震においても⽣じ得る
能登半島地震における課題等（例）分類

多様な想定と対策〇 冬季、⼣刻、半島、⾼齢化、津波警報発令など、厳しい条件
が重なる中での災害となった発災時の

状況
複合災害、⼆重被災の想定と対策〇 地震後の復旧過程において、更なる豪⾬災害に⾒舞われた

【海路等の確保】岸壁・臨港道路等の耐震化 等
【機動性の確保】⼩型軽量化⾞両・資機材の整備 等
【道路啓開計画の⾒直し】計画の具体内容の明確化や実効性向上

〇 初動・応急期において、被災地にアクセスする陸路の確保が
困難であった

応急対応
等

【代替性・多重性】可搬式浄⽔施設、防災井⼾ 等
【強靭化】上下⽔道施設の耐震化 等〇 上下⽔道の復旧に時間を要した

【消防⽔利の確保】耐震性貯⽔槽の設置 等
【延焼防⽌】都市の不燃化、密集市街地の整備改善等

〇 ⼤規模な市街地⽕災が発⽣したが、断⽔・隆起・建物倒壊・
津波等による消防⽔利の不⾜等、消防⼒の低下が⽣じた

【津波避難経路の確保】
・避難経路整備や避難経路確保のための建物耐震化 等〇 狭い路地が通れず、避難中の津波被害が発⽣した

【対策の促進】
・液状化リスク情報の公表等によるリスクコミュニケーション 等〇 沿岸部を中⼼として液状化現象が発⽣した

【宿泊場所等の⽀援環境の確保】
・宿泊施設との協定締結、トレーラーハウス等の活⽤ 等

〇 国・⾃治体の応援職員、復旧⼯事従事者、ボランティア等の宿泊
施設が不⾜するなど、⽀援活動の環境確保が困難となった

応援・
受援体制

【受援計画の策定・活⽤促進】
・受援計画の策定促進、実効性担保 等
【デジタル活⽤による⽀援の推進】
・ドローンやリモートによる被害認定調査・判定の⽀援 等

〇 応援職員を受け⼊れる⾃治体における受⼊体制・環境が不⼗
分であった



令和６年能登半島地震を踏まえた⾸都直下地震対策への⽰唆②
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能登半島地震を踏まえた対策⾸都直下地震においても⽣じ得る
能登半島地震における課題等（例）分類

【⾃助の促進】
・企業における従業員向け備蓄を含め、「最低３⽇間、
推奨１週間」分の⾷料品、携帯トイレ等の備蓄 等
【ボランティア⼈材の育成】
・避難⽣活⽀援リーダー／サポーター研修の充実、ボ
ランティア⼈材のデータベースへの登録 等
【⺠間との連携促進】
・炊き出し、物資拠点運営等を⾏う⺠間企業等との協
定締結、災害中間⽀援組織の設置や体制等強化 等

〇 被災者対応に当たる⾃治体職員等が限られる中で、
職員の対応能⼒を⼤幅に上回る業務への対応が必
要となった

被災者⽀援 【⾼齢化地域における災害関連死防⽌】
・発災直後から良好な避難⽣活環境 等
・応急の⽣活インフラや保健・医療・福祉の⽀援体制 等

〇 ⾼齢化地域であり、災害関連死防⽌のための取組が
重要となった

【マニュアル】
・移送⼿段、避難者ニーズ把握、宿泊施設との調整
ルール等の事前準備 等

〇 ⼤規模な⼆次避難が⾏われたが、避難者ニーズを
踏まえた避難先のマッチング等に時間を要した

【デジタル活⽤】
・マイナンバーカード、全国共通避難所・避難場所
ＩＤ、避難者情報の集約等におけるデジタル活⽤等
【避難者による所在連絡】
・在宅避難者、⾞中泊避難者を含めた状況把握の推進

〇 指定避難所以外の避難者（⾃主避難所、在宅、⾞
中泊）の状況把握に時間を要した


